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はじめに

　公共事業の中でも下水道事業は他の
事業に比べて多分野の技術が適用され
ている特徴があります。そのため、下
水道事業者が新技術を採用するにあ
たってはそれぞれの分野の技術者を配
置することが必要になります。しかし、
一部の大都市を除いて、多分野の技術

者を育成して配置するのはかなり困難
ですので、新技術の採用が慎重になる
傾向があります。その結果、下水道事
業者は新技術を採用しないことによるリ
スクを負ったり、非効率な施設を運営し
たりしなければならなくなる可能性が生
まれます。提案者である企業側も、新
技術の普及が足踏みすると事業機会を
失うことになりかねません。そこで、下

水道事業者が技術開発や技術評価を外
部化する仕組みが必要になり、日本で
は、地方共同法人日本下水道事業団の
民間開発技術審査証明事業や（公財）日
本下水道新技術機構（以下、新技術機
構）の建設技術審査証明制度等が生ま
れました。

東京都の技術開発1
　東京都下水道局の技術開発の取組方
針では、まず建設や維持管理部門での
技術開発ニーズの把握を行い、それを
外部に発信することによって民間企業
の参加意欲の向上を図り、効率的・効
果的に技術開発を促進する、としてい
ます。その実現のために、東京都単独
で技術開発を行う固有研究や、共同研
究等があります。共同研究はさらに「公
募型共同研究」「ノウハウ＋フィールド
提供型共同研究」それに「簡易提供
型共同研究」に分かれます。このよう
に共同研究の種類が分類されているの
は、東京都と民間企業との取り組み方
のパターンがさまざまであり、それに対
応しようとする表われです。
　技術開発の内容は、地球環境への負
荷低減や省エネルギーなど、事業に直
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写真−1　昨年秋にオープンした東京都下水道技術実習センター
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面する課題に取り組むとともに、最先端
技術との連携や異分野技術との融合な
ど基礎的研究も進める、としています。
当面する課題の中には、浸水対策技術
や合流改善技術、高度処理技術などが
あり、着実に実績を積み重ねています。
取組方針では技術開発手法の充実とし
て、産官学の連携強化や技術力の向上、
共同研究の活性化を挙げ、中小企業を
含む民間企業の優れた技術の活用、中
小企業の参加促進、開発インセンティ
ブの向上促進を重点化することとしてい
ます。また新技術の評価に関するルー
ルとしての「新工法、新技術、新機器
の評価」は、公的機関から性能評価を
取得してある新技術について、既に東
京都下水道局以外で導入実績があり、
新たな開発要素が少ないなどの一定の
要件を満たす技術について、東京都下
水道局への適合性を確認するため、試
験施工や性能確認などを行うものです。
　東京都の技術開発で、もう一つの特
徴は人材育成です。新技術は民間企業
との連携だけでは進みません。技術開

発のニーズ把握、新技術評価、さらに
は新技術適応を進めていくには、職員
の技術能力向上が不可欠です。そのた
め、砂町水再生センター敷地内でこれ
まで運営してきた「下水道技術開発セ
ンター」に加え、平成25年から「下水
道技術実習センター」を運用開始して
人材育成に努めています。このような技
術・人・施設という下水道事業者の経
営資源を駆使して新技術の導入を進め
ています（写真−1）。

新技術機構の技術開発2
　新技術機構の技術開発関連では、共
同研究や政策支援研究を行う研究開発
普及事業と建設技術審査証明を行う技
術審査普及事業があります。
　前者は地方公共団体や民間企業と協
力して共同研究を行うものです。そのう
ち、地方公共団体とは新技術の現場で
の適応性の検証や地方公共団体に共通
する課題の解決などを目的として行って
います。民間企業との共同研究は、そ

こで開発された技術の下水道事業への
採用を促進するために、その効果、適
用範囲、留意事項などをマニュアル化
するものです。後者は、民間企業が研
究開発した技術の性能、特徴を客観的
に証明し、その結果を報告書の形で地
方公共団体に配布して下水道事業者へ
の周知を図り、新技術を全国に普及さ
せます。新技術機構では、設立してか
ら22年間に計273件の審査証明を完
了し、そのうちの多くの技術が下水道
事業に採用され、効果を発揮していま
す。分野別には、更生・修繕技術が
79件、資機材41件、工法38件、水
処理技術38件、その他設備27件、汚
泥設備26件、防食技術24件、と多岐
にわたっています。このようにして新技
術機構の活動は、大規模下水道事業は
もちろんのこと、中小規模下水道事業
における新技術採用にも広く貢献してい
ます。

技術開発のニーズと人材3
3.1　新技術の提案・技術開発ニーズ
　新技術研究開発の最初のポイント
は、技術開発ニーズの発掘です。一般
的に下水道事業を進めていくとさまざま
な課題が生じますが、それに応じて課
題解決に向けた技術開発ニーズが発生
します。ところが、課題を新製品開発
に結びつけるのは容易ではありません。
それは、課題を持つ下水道事業者と課
題を解決するために新製品を開発する
企業との間で、誰が困るか、何を困る
か、いつ困るか、どこで困るか、なぜ
困るか、どう困るか、など、5W1Hの
困り方の全容を把握しきれず、体系化
しにくいからです。下水道事業者が困っ
ている課題を企業側が理解できないこ
ともあれば、下水道事業者自身で気が
付きにくいこともあるからです。ですか
ら、新製品の技術開発は、技術開発ニー写真−2　米国ニューオリンズ市で開催されたWEFTEC2014


